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あまりにも傾いた印象を強く持たざるをえないことであ

る。それは行政町村農村・協同組合という制度体をその

主要な分析対象にすえたことにその一つの理由があろ

う。’'1J村は同家文|lidの末端の機関であり，その住民の１ｺ

治がそこに表現されるとしても，それが末端機関として

機能しうる限りにおいて許されたのであるとも言えるか

らである。それゆえに，行政１１１J村とそれに内包されたり

分属されたりしている村落＝生活共同体との相互媒介

的・相互関連的な対抗・共存関係の視点設定こそ課題解

明にとって求められていたのではなかろうか。

②そのことはまた，『農村日治』の「農村」が行政

村と把握されているが，「農村」は同時に行政村とは異

なる村落一ムラとしての意味をも有する。この二重の意

味からして，行政材の自治形成が同時に村落自治の形成

を意味するとは必ずしも言えない所に自治問題の難しさ

がある。自治の意味の二重性は，時に，共存可能な二重

性であることもあろうし，時に，対抗的な矛盾を内包す

る二重性でもありうる。前者も後者の一時的な状態にす

ぎなかったのではなかろうか｡このことは，本,Mi文で生

活史的な視点を強洲していたのであれば、まず検討され

るべき対象であり，課題であったと言うべきであろう。

③「個別性に徹底的にこだわる」姿勢を貫徹しよう

とした本論文ではあるが，対象的な事例の個別性・特異

性が，そのものとして孤立してあるのではないとすれ

ば，その個別性と一般性とを相互に媒介するものとして

の「類型」設定が必要になるのではないか。地域におけ

る再生産構造とそこでの人間類型・価値類型との追求こ

そが，現実把握を可能にするものとして，まず求められ

ていたのである。幾つかの類型提示とその展開の可能性

を用意しながらも，そこに留まってしまっていることは

残念である。

以上のような若干の概念の唾昧さと構成の不十分さを

残したとはいえ，本論文は，農村自治の問題に対して，

従来からの研究を踏まえ，複数の調査地での資料の採

集・分析を積みiiiねるとともに，社会学に新たに生活史

的な視角を導入したものとして，聞く評価されるもので

ある。今後は，さらに，本論文にみられる領域だけでは

なく，文化的・緒神的な生活頗域への対象拡大が大いに

期待されるといえよう。これらのことを全体的に考慮し

て本論文は請求された社会学博士の学位にふさわしいも

のとして認定する。

っていない。

終章総括と課題

本論文において，上からの国（性）民把握のプロセス

を追いかけながら，それにも拘わらず，なお支配把握さ

れつくされることのなかった農村地域社会の住民の｢1浴

の「論理」ないし珈突を，行政町村と協同組合との折導

者（層）が表出する行動・言説や，そこから推論可能な

自治思想などの中に求めてきた。が，下からの自治的行

動やその場である村落共同体（ムラ）を直接に捉えてい

ないので，全体構成が不鮮明なものとなったとしながら

も，現実はこのような地味でゆっくりした変化をとるも

のだと結んでいる。

以上の構成と内容とからなる高木君の論文は，次の点

で評価される。

①行政町村と艇村協同組合との1'10組織に向けられた

国家的要請が，そこで実施される際の手続き・方法を大

きく左右していたのは，行財政担当者・指導者の地域に

おけるその地位・手腕・個性であったことを明らかにし

たこと。つまり，その限りで，住比からの制御をそこに

見ることができたこと。

②国家の考えていた地方自治は，その初めから矛盾

を内包していたが故に，その自治理念を補強したり，そ

の法自体の改正による現実との妥協をなしたりしてき

た。その過程で町村レヴェルでの固有の自治行政が形成

されつつあったが，それも昭和恐慌IMIに至ると崩壊され

るにいたったその過程を調査町村の事例のなかでかなり

明らかにしえたこと。

③協同組合はその経済的な機能よりも，むしろ社会

政策的・農村自治的な機能を重視して営まれていたこ

と。ことに，新潟県では地主の利害関心から組合設立が

ユ入られ，小作人層は｢1己の地主との関係から参加し，地

主主導型の組合を形成したこと，これに対して主穀以外

の農工産物商品の生産・販売を必要とする農山村地域で

は在村小規模地主・'41作層主導型の組合を形成したこと

を，比較検討しえたこと。

④二つの型の組合のうちで，徐々に後者の型の組合

にその運動の中心が移り，町村自治（役場）と経済自治

（産業組合）との統一的な展開を観察しえたこと。また

昭和10年以降は、国策的な地域住民組織に再編・吸収さ

れていく農村自治の形態変化を事例的に提示しえたこ

と。

しかし，以上の評価にもかかわらず，幾つかの留意さ

れるべき問題が残された。

①まず，論文全体の構成からして，制度的な考察に
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